












 

 

しかし、試験区と対照区との間に明確な差は認められなかった。差が認められなかった要因

としては、養殖方法の特性上、ノリ網の目に吹き付けるノリ胞子を均一付着させることができ

ず、ノリの繁茂にバラツキが生じてしまうことが考えられる。 
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図４－１０ 重量の比較（1/26～3/1） 

そこで、室内試験により効果を補足確認した結果を図４－１１に示す。 

室内試験では、スラグ造粒物と転炉スラグ、海水のみの環境下でノリの重量の変化を調べ

た。試験開始以降、転炉スラグや海水のみの環境下に比べて、スラグ造粒物の入った環境下の

方で増加量が多い結果となった。スラグ造粒物がノリの重量に与える影響は、実海域では確認

されなかったものの、室内試験結果から、海藻類の成長促進の効果があると示唆される。 
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図４－１１ 室内試験におけるノリの重量の変化 
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４．期待される導入効果 
本技術を導入することで期待される効果として、環境負荷の取り上げ効果がある。ここで

は、環境負荷の取り上げ効果として、収穫され陸上に上げられるノリに含まれる総窒素量を試

算した。本実証試験では、ノリ網の 1目についたノリの重量と葉長を調査している。試験で得

られた結果から試算を行い、ノリ網 1枚へ拡大した。 

表４－５の試算結果より、対照区に比べて、スラグ造粒物を設置した試験区で漁業期間中の

窒素取り上げ量が 1.1kg～2.5kg 高い。さらに、対照区に対しての増加率でみると、スラグ造粒

物を設置した区域は 15～40%程度高い。 

従って、本技術を海域に適用することで、上記のように環境改善効果が高くなると考えられ

る。 

表４－５ 試験区ごとの窒素取り上げ量試算結果 

項目  

A 

(375

㎏) 

B 

(250

㎏) 

C 

(250

㎏) 

D 

(250

㎏) 

E 

(125

㎏) 

対照区

ノリ網 1枚あたりの推

定窒素量(単位：g) 

1/26-2/7 4.01 3.67 3.03 2.21 2.47 2.50

2/7-2/17 3.55 3.84 4.57 3.72 3.93 3.35

2/17-3/1 1.98 2.07 3.14 2.82 2.47 1.69

推定窒素量 平均値(単位：g) 3.18 3.19 3.58 2.92 2.96 2.51

漁場全体の推定窒素固定量(単位：g) 1,654 1,659 1,861 1,518 1,538 1,306

漁業期間の窒素取上げ量 

(上段：g，下段：kg) 

11,577 11,612 13,024 10,624 10,765 9,141

11.6 11.6 13.0 10.6 10.8 9.1

対照区に対する窒素取り上げ増加率 27% 27% 42% 16% 18% - 

 

５．実証試験の結論 
本実証試験で得られた結果および考察のまとめは、表４－６に示す通りである。 

表４－６ 結果および考察のまとめ 

視点 結果まとめ 

期待される導入効果 スラグ造粒物を設置することで、ノリの成長が促され、それに伴う

窒素の系外排出が向上すると試算された。 

実証試験により確認さ

れた現象 

スラグ造粒物の設置に伴い、ノリの成長促進が認められた。 

スラグ造粒物の設置について施工性も確認された。 

普及拡大に向けた課題 スラグ造粒物の適切な設置量について、更なる現地試験が必要であ

る。 

また、スラグ造粒物の効率的・効果的な設置方法の検討も必要であ

る。 
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（参考情報） 
以下に示された技術情報は、全て環境技術開発者が自らの責任において申請した内容であり、環境省及

び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 
 
 

〇技術データ 

項目 実証申請者または開発者 記入欄 

技術名称 製鋼スラグ製品による藻類成長促進技術 

製造(販売)企業名 日新製鋼株式会社 

連
絡
先

TEL/FAX TEL：03-3214-1893 / FAX：03-3216-5522 

Web アドレス http://www.nisshin-steel.co.jp/ 

E-mail fujimoto.n979@nisshin-steel.co.jp 

設置・導入条件 設置場所や用途、使用量に合わせて最適な方法を選択可能

（例） 

・容器に入れて海藻養殖網や筏に吊り下げ 

・容器に入れて海底へ設置 

・製品をそのまま海底へ散布 

必要なメンテナンス － 

耐候性と製品寿命等 設置方法による 

耐候性 － 

コスト概算 

 

製品 1,000kg あたり 

イニシャルコスト 

費目 単価（円） 数量 計（円）

土木費(造粒物製造コスト) 470 1,000kg 
470,000

円

資材費(製鋼スラグ、酸性土壌等) 30 1,000kg 30,000 円

諸経費 50 1,000kg 50,000 円

（製品 1,000kg あたりの

コスト） 
 

550,000

円

合計 1kg あたり 550 円
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Ⅴ．これまでの実証技術一覧 

 

実証年度 
実証 

番号 
実証機関 実証技術 申請者 

平成２６年度 
090-

1401 

日本ミク

ニヤ株式

会社 

製鋼スラグ製品による藻類成長促進技術 日新製鋼株式会社 

平成 2４年度 

090-

1201 

日本ミク

ニヤ株式

会社 

人工ミネラル-M 型（鉄鋼スラグを原料とした海域再

生用ミネラル供給サプリメント） 

国土防災技術株式会社

（代表） 

新日鐵住金株式会社 

090-

1202 （一財）

みなと総

合研究財

団 

貝殻による生物生息環境改善技術 

海洋建設株式会社（代

表） 

全国漁業協同組合連合会

株式会社 大本組 

090-

1203 

微弱電流を利用したサンゴ成長促進及び電着基盤利用

技術 

三菱重工鉄構エンジニア

リング株式会社 

平成 2２年度 
090-

1001 

 

(財)広島県

環境保健

協会 

 

石炭灰造粒物（Ｈｉビーズ）による海域環境の 

改善技術 

株式会社エネルギア･エ

コ･マテリア 

平成 21 年度 

090-

0901 (一財)みな

と総合研

究財団 

転炉系製鋼スラグ製品による沿岸域の環境改善技術 
新日本製鐵株式会社 

JFE スチール株式会社 

090-

0902 
製鋼スラグを用いた藻場造成・水質改善技術 

JFE スチール株式会社 

JFE ミネラル株式会社 

平成 20～21

年度 

090-

0802 
呉市 複合的沿岸環境改善技術 

五洋建設株式会社 

日新製鋼株式会社 

株式会社マリンアース 

海洋建設株式会社 

090-

0803 
三重県 

株分けによるアマモ種苗の大量生産と種苗移植による

アマモ場造成技術 

中部電力株式会社エネル

ギー応用研究所 

平成 20 年度 
090-

0801 
兵庫県 

人工中層海底による閉鎖性海域における生物生息環境

の改善技術 
海洋建設株式会社 

平成 19～20

年度 

090-

0703 

宮城県 

「海藻増養殖用エンチョーネット」を用いた藻場造成
共和コンクリート工業株

式会社 

090-

0704 
簡易なアカモク藻場造成手法 

サカイオーベックス株式

会社 

090-

0705 
炭基盤材海藻育成装置 東洋建設株式会社 

平成 19 年度 

090-

0701 
大阪府 直接曝気方式マイクロアクアシステム 株式会社マイクロアクア

090-

0702 
兵庫県 海底耕耘機によるマイクロバブルエアレーション 株式会社キューヤマ 
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Ⅵ．「環境技術実証事業」について 
 

■「環境技術実証事業」とは？ 
 

既に適用可能な段階にあり、有用と思われる先進的環境技術でも、環境保全効果等についての

客観的な評価が行われていないために、地方公共団体、企業、消費者等のエンドユーザーが安心

して使用することができず、普及が進んでいない場合があります。環境技術実証事業とは、この

ような普及が進んでいない先進的環境技術について、その環境保全効果等を第三者機関が客観的

に実証する事業です。本事業の実施により、ベンチャー企業等が開発した環境技術の普及が

促進され、環境保全と環境産業の発展による経済活性化が図られることが期待されます。 

平成26年度は、以下の９分野を対象技術分野として事業を実施しました。 

（１） 中小水力発電技術分野 

（２） 自然地域トイレし尿処理技術分野 

（３） 有機性排水処理技術分野 

（４） 閉鎖性海域における水環境改善技術分野 

（５） 湖沼等水質浄化技術分野 

（６） ヒートアイランド対策技術分野（建築物外皮による空調負荷低減等技術） 

（７） ヒートアイランド対策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム） 

（８） VOC等簡易測定技術分野 

（９） 地球温暖化対策技術分野（照明用エネルギー低減技術） 

 

■事業の仕組みは？ 

 
環境省が有識者の助言を得て選定する実証対象技術分野において、公募により選定された第三

者機関（「実証機関」）が、実証申請者（技術を有する開発者、販売者等）から実証対象技術を

募集し、その実証試験を実施します。実証試験を行った技術に対しては、その普及を促すため、

また環境省が行う本事業の実証済技術である証として、「環境技術実証事業ロゴマーク」（図６

－１）及び実証番号を交付しています。 

なお、本事業において「実証」とは、「環境技術の環境保全効果、副次的な環境影響等を、当

該技術の開発者でも利用者でもない第三者機関が試験等に基づいて客観的なデータとして示すこ

と」と定義しています。「実証」は、一定の判断基準を設けてそれに対する適合性を判定する

「認証」や「認定」とは異なります。 
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図６－１：環境技術実証事業ロゴマーク（共通ロゴマーク） 

（さらに技術分野ごとに、「個別ロゴマーク」を作成しています。） 

 

※ロゴマークを使用した宣伝など、当事業で実証済みの技術について「認証」をうたう事例が

ありますが、このマークは環境省が定めた基準をクリアしているという主旨ではなく、技術

（製品・システム）に関する客観的な性能を公開しているという証です。ロゴマークのつい

た製品の購入・活用を検討される場合には、本冊子や、各実証試験結果報告書の全体を見て

参考にしてください。詳細な実証試験結果報告書については、ロゴマークに表示のURL

（http://www.env.go.jp/policy/etv/）から確認することができます。 

 

（１）事業の実施体制 

 
事業運営の効率化を更に図るため、平成２４年度からは、前年度まで分野ごとに設置され

ていた実証運営機関を一元化するなど、新たな事業運営体制（図６－２）に移行しました。 

 

図６－２：平成26年度における『環境技術実証事業』の実施体制 
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各技術分野について、実証システムが確立するまでの間（分野立ち上げ後最初の2年間程

度）は、実証試験の実費を環境省が負担する「国負担体制」で実施し、その後は受益者負担

の考え方に基づき、実証試験の実費も含めて申請者に費用を負担いただく「手数料徴収体

制」で実施しています。 

事業の企画立案、広報や技術分野の設置・休廃止に関する検討、実証機関の公募・選定等

の事業全体のマネジメントについては、「実証運営機関」が実施します。実証運営機関は、

公平性や公正性確保、体制及び技術的能力等の観点から、公募により選定され、平成26年度

は株式会社エックス都市研究所が担当しました。 

各技術分野の事業のマネジメント（実証試験要領の作成、実証対象技術の募集・選定、実

証試験の実施、実証試験結果報告書の作成等）については、「国負担体制」、「手数料徴収

体制」のどちらの体制においても「実証機関」が実施します。実証機関は、公平性や公正性

確保、体制及び技術的能力等の観点から、公募により選定されます。 

事業の運営にあたっては、有識者からなる環境技術実証事業運営委員会及び各技術分野の

技術実証検討会等において、事業の進め方や技術的な観点について、専門的見地から助言を

いただいています。 

 

（２）事業の流れ 
 

実証事業は、主に以下の各段階を経て実施されます（図６－３）。 

 

○実証対象技術分野の選定 

環境省及び実証運営機関が、環境技術実証事業運営委員会における議論を踏まえ、実証

ニーズや、技術の普及促進に対する技術実証の有効性、実証可能性等の観点に照らして、

既存の他の制度で技術実証が実施されていない分野から選定を行います。 

○実証機関の選定 

環境省及び実証運営機関は、技術分野ごとに実証機関を原則として1機関選定します。実

証機関を選定する際には、公平性や公正性確保、体制及び技術的能力等の観点から、公募を

行い、環境技術実証事業運営委員会において審査を行います。 

○実証試験要領の策定・実証対象技術の募集・実証試験計画の策定 

実証機関は、実証試験を行う際の基本的考え方、試験条件・方法等を定めた「実証試験要

領」を策定し、実証試験要領に基づき実証対象技術を募集します。応募された技術について、

有識者からなる技術実証検討会での検討を行い、その結果を踏まえて実証機関は対象技術を

選定します。その後実証機関は、実証申請者との協議を行いつつ、有識者からなる技術実証

検討会で検討した上で、実証試験計画を策定します。 
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○実証試験の実施 

実証機関が、実証試験計画に基づき実証試験を行います。 

○実証試験報告書の作成・承認 

実証機関は、実証試験データの分析検証を行うとともに、実証試験結果報告書を作成しま

す。実証試験結果報告書は、技術実証検討会等における検討を踏まえ、環境省に提出されま

す。提出された実証試験結果報告書は、実証運営機関及び環境省による確認を経て、環境省

から承認されます。承認された実証試験結果報告書は、実証機関から実証申請者に報告され

るとともに、一般に公開されます。 

 

 
図６－３：平成26年度における『環境技術実証事業』の流れ 

 

■なぜ閉鎖性海域における水環境改善技術分野を対象技術分野としたの

か？ 
 
 閉鎖性海域は、汚濁物質が蓄積しやすいなど固有の条件を抱えています。これまで COD や窒

素・りんを対象とした水質総量削減を実施してきましたが、依然として貧酸素水塊や赤潮等が発

生しています。このことから、「第７次水質総量削減の在り方について」（平成２２年３月中央

環境審議会答申）には、従来からの汚濁負荷削減対策と併せて、藻場の保全・再生及び底質環境

の改善が盛り込まれました。 

環境省は、引き続き水質総量削減の着実な推進を図るとともに、海域そのものを直接浄化する

技術や生物生息環境を改善する技術の開発と普及を図っていきます。環境技術実証事業では、自
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治体等でも導入が容易で、低コストで、副産物等の発生が少ない技術を募集し、技術実証を行い

ます。 

 

■実証番号を付した固有の環境技術実証事業ロゴマーク（個別ロゴマー

ク）について 
 

閉鎖性海域における水環境改善技術分野において実証試験を行った実証対象技術については、

環境省が行う本事業の実証済技術である証として、１つの実証済技術に対し１つの実証番号が付

された固有の環境技術実証事業ロゴマーク（個別ロゴマーク）を交付しています。これらの変更

により、以下のような効果を期待しています。 

 

１. 実証申請者とって、固有の個別ロゴマークを実証済技術が掲載されたカタログやウェブサ

イト等に掲載することにより、次のことから実証済技術（製品）の付加価値を高めること

ができます。 

① 技術（製品）毎の固有のロゴマークであること。 

② 製品カタログ等に掲載された個別ロゴマークと同じ個別ロゴマークが掲載された実証

試験結果報告書を示すことで、実証済技術（製品）の技術的裏付けになる。 

 

２. 実証済技術（製品）を購入・採用するエンドユーザーにとって、製品カタログと実証試験

結果報告書の双方に同じ固有の個別ロゴマークが掲載されることで、双方の繋がりがより

明確になります。さらに、実証試験結果報告書に掲載の個別ロゴマークの実証番号を確認

することで、実証済技術の実証試験結果を容易に知ることができます。 

 

 

 

 

 

 

図６－４：実証番号を付した固有の環境技術実証事業ロゴマーク（個別ロゴマーク）の例 

【平成24（2012）年度版表記例】 

実証番号 090 - 1400 

分野番号                 識別番号 

年度（西暦下２桁） 
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■環境技術実証事業のウェブサイトについて 

 
環境技術実証事業では、事業のデータベースとして環境技術実証事業ウェブサイト

（http://www.env.go.jp/policy/etv/）を設け、以下の情報を提供していますので、詳細につ

いてはこちらをご覧ください。 

 

[1] 実証技術一覧 

本事業で実証が行われた技術及びその環境保全効果等の実証結果（「実証試験結果報告書」

等）を掲載しています。 

[2] 実証試験要領 

実証試験を行う際の基本的考え方、試験条件・方法等を技術分野ごとに定めた「実証試験要

領」を掲載しています。 

[3] 実証運営機関・実証機関／実証対象技術の公募情報 

実証運営機関・実証機関あるいは実証対象技術を公募する際、公募の方法等に関する情報を

掲載しています。 

[4] 検討会情報 

本事業の実施方策を検討する検討会、分野別ＷＧにおける、配付資料、議事概要を公開して

います。  
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●本事業に関する詳細な情報は、ウェブサイトでご覧いただけます。

http://www.env.go.jp/policy/etv/
このウェブサイトでは、実証試験要領、検討会における検討経緯、実証試験結果等をご覧いただけます。

●「環境技術実証事業」全般に関する問合せ先
環境省総合環境政策局総務課　環境研究技術室
〒100－8975　東京都千代田区霞が関１-２-２ 中央合同庁舎５号館　TEL：03－3581－3351（代表）

●「閉鎖性海域における水環境改善技術分野」に関する問合せ先
環境省水・大気環境局水環境課　閉鎖性海域対策室
〒100－8975　東京都千代田区霞が関１-２-２ 中央合同庁舎５号館　TEL：03－3581－3351（代表）

リサイクル適正の表示：印刷用の紙にリサイクルできます
　本冊子は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準にしたがい、印刷用の紙へのリサイクル
に適した材料［Aランク］のみを用いて作製しています。


